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2023 年 12 月 27 日 

各  位 

会 社 名 株式会社東京機械製作所 

代表者名 代表取締役社長 都並 清史 

（コード番号：6335 東証スタンダード） 

問合せ先  取締役執行役員管理本部長 中野 実 

（TEL 03－3451－8591） 

 

完全子会社である株式会社東機システムサービス 

の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、2023年 12 月 27 日開催の当社取締役会において、2024年４月１日を効力発生日として、完

全子会社である株式会社東機システムサービス（以下、「東機システムサービス」といいます。）を吸

収合併（以下、「本合併」といいます。）することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせい

たします。 

なお、本合併は完全子会社を対象とする簡易合併であるため、開示事項・内容の一部を省略してお

ります。 

 

記 

 

１． 本合併の目的 

当社グループ内で、東機システムサービスは輪転機周辺機器事業や ICT事業を担当しています。

この度、重複する機能を当社に統合することで、経営資源を効果的に活用し、経営を効率化する

ことを目指し、本合併を行うことを決定しました。 

 

２．本合併の要旨 

（１） 本合併の日程 

取締役会決議日 2023 年 12 月 27 日 

合併契約締結日 2023 年 12 月 27 日 

合併期日（効力発生日）2024 年４月１日（予定） 

(注)本合併は、当社においては会社法第 796 条第２項に規定する簡易合併に該当し、東

機システムサービスにおいては同法第 784 条第１項に規定する略式合併に該当する

ため、いずれも合併契約に関する株主総会の承認を得ることなく行うものです。 
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（２） 本合併の方式 

当社を吸収合併存続会社とし、東機システムサービスを吸収合併消滅会社とする吸収合

併方式であり、東機システムサービスは効力発生日をもって解散いたします。 

 

（３） 本合併に係る割当ての内容 

当社完全子会社の吸収合併であるため、本合併による株式その他金銭等の割当てはあり

ません。 

 

（４） 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

３．合併当事会社の概要（2023 年３月 31 日現在） 

  吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

（１） 名 称 株式会社東京機械製作所 株式会社東機システムサービス 

（２） 所 在 地 東京都港区三田３丁目 11番 36号 東京都港区三田３丁目 11 番 36 号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 

都並 清史 

代表取締役社長 

新井 利行 

（４） 事 業 内 容 輪転印刷機製造・販売 輪転印刷機周辺機器製造・販売 

（５） 資 本 金 4,435 百万円 50 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1916 年２月 15 日 1987 年４月１日 

（７） 発 行 済 株 式 数 8,728,920 株 1,000 株 

（８） 決 算 期 ３月末 ３月末 

（９） 従 業 員 数 （単体） （単体） 

（10） 大株主及び持株比率 

(注) 

株式会社読売新聞東京本社 

25.01％ 

アジアインベストメントファン

ド株式会社      7.56％ 

損害保険ジャパン株式会社 

5.73％ 

株式会社三井住友銀行 4.85％ 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）  4.47％ 

株式会社東京機械製作所 100％ 

（11） 直前事業年度の財政状態及び経営成績 

 決 算 期 2023 年３月期（連結） 2023 年３月期（単体） 

 純 資 産 8,527 百万円 1,344 百万円 

 総 資 産 14,927 百万円 2,010 百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 863.61 円 1,344,686.32 円 

 売 上 高 8,769 百万円 1,899 百万円 

 営 業 利 益 676 百万円 261 百万円 

 経 常 利 益 824 百万円 269 百万円 

 
親 会 社株 主 に帰 属す る 

当 期 純 利 益 
558 百万円 170 百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 64.01 円 170,016.32 円 

(注) 持株比率は自己株式を控除して計算しております。 
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４．合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期の変更

はありません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は、当社の完全子会社との合併であるため、当社の連結業績に与える影響は軽微であり

ます。 

以 上 

 


